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○和歌山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則 

平成24年３月23日 

規則第７号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、和歌山市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成24

年条例第４号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（公募内容の周知） 

第２条 条例第２条第１項の規定による公募は、公告により行うものとする。 

２ 市長は、前項の公募について、インターネットの利用、募集要項の配布その他適切な方法に

より市民に周知するものとする。 

（資格要件） 

第３条 市長は、条例第２条第２項第２号の資格要件として、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

(1) 指定管理者の指定を受けようとする法人その他の団体（以下「団体」という。）が次の

いずれにも該当しないこと。 

ア 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２第11項又は条例

第11条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を経過し

ないこと。 

イ 条例第４条第３項の規定により候補者とされなかった団体（当該団体に指定管理者に指

定することが著しく不適当と認められる事情が生じたことにより候補者にされなかったも

のに限る。）であること。 

ウ 本市から指名停止の措置を受けていること。 

エ 本市の徴収金（和歌山市税条例（昭和29年条例第30号）第２条第９号に規定する徴収金

をいう。）について未納の額があること。 

オ 法人税並びに消費税及び地方消費税について未納の税額があること。 

カ 和歌山県暴力団排除条例（平成23年和歌山県条例第23号）第14条の規定に違反して暴力

団の威力を利用していると認められること。 

キ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。第７条において「政令」という。）第167条

の４第２項各号のいずれかに該当する者で、当該各号に該当することとなった日から起算

して２年を経過しないものであること。 

ク 再生手続開始の申立て、更生手続開始の申立て、特別清算手続開始の申立て又は外国倒

産処理手続の承認の申立てをしているもの（当該申立てに係る再生手続、更生手続、特別

清算手続又は承認援助手続が終了しているものを除く。）であること。 

(2) 指定管理者の指定を受けようとする団体を代表する役員その他の当該団体の運営を実質
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的に行う役職にある者（オ及びカにおいて「代表役員等」という。）が次のいずれにも該当

しないこと。 

ア 前号ウ、カ又はキに該当する者 

イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

ウ 心身の故障により指定管理業務を適正に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者 

エ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者 

オ 前号エに該当し、又は申告所得税並びに消費税及び地方消費税について未納の税額があ

る者（法人格を有しない団体の代表役員等に限る。） 

カ 前号アに掲げる団体の代表役員等であった者（当該団体について取消しの処分に係る行

政手続法（平成５年法律第88号）第15条又は和歌山市行政手続条例（平成７年条例第３

号）第14条の規定による通知があった日前60日以内に当該団体の代表役員等であった者を

含む。）でその指定の取消しの日から起算して２年を経過しないもの 

キ 本市の職員であった者で、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過しない

もの 

ク 和歌山市暴力団排除条例（平成23年条例第28号）第５条に規定する暴力団関係者等 

２ 市長は、前項に定めるもののほか、必要があるときは、公の施設の設置の目的又は性質に応

じ、資格要件を定めることができる。 

（指定期間） 

第４条 条例第２条第２項第３号の指定管理者に指定しようとする期間は、５年間とする。ただ

し、市長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

（募集期間） 

第５条 条例第２条第２項第５号の募集期間は、募集を開始した日から起算して30日間とする。

ただし、市長が特別な事情があると認めるときは、これを延長し、又は短縮することができ

る。 

（申込書等） 

第６条 条例第３条に規定する申込書は、指定管理者指定申込書（別記様式第１号）とする。 

２ 条例第５条第３項に規定する申請書は、指定管理者指定申請書（別記様式第２号）とする。 

（選定の特例） 

第７条 条例第５条第１項第１号の特に必要があると認められるときは、次の場合とする。 

(1) その設置の目的が地域に密着したものである公の施設の管理を当該地域の住民が組織す

る団体に行わせることが当該公の施設の設置の目的を効果的に達成するために必要と認めら

れる場合 
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(2) 市以外の者が所有する建物及びその付帯施設並びにこれらの敷地（以下この号において

「建物等」という。）の一部を市が借り受けて設置した公の施設の管理を当該建物等を所有

する者に行わせることにより当該公の施設の設置の目的をより効果的に達成することができ

ると認められる場合 

(3) 公の施設及び市の庁舎（市の行政財産のうち市の事務又は事業の用に供し、又は供する

ものと決定した庁舎をいう。）を同一の建物又は同一の敷地に設置する場合において、当該

公の施設の管理を資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上を出資している

一般社団法人又は一般財団法人に行わせることにより当該公の施設の設置の目的をより効果

的に達成し、かつ、当該市の事務又は事業をより能率的に遂行することができると認められ

る場合 

(4) その管理に高度の専門的な知識経験を必要とする公の施設の管理を当該高度の専門的な

知識経験を有する団体に行わせる場合 

(5) 政令第167条の２第１項第３号に規定する者（同号の規定により役務の提供を受ける契約

を随意契約によることができるものに限る。）に公の施設の管理を行わせることにより当該

公の施設の設置の目的をより効果的に達成することができると認められる場合 

(6) 公の施設の設置の経緯その他の事情を総合的に考慮して、当該公の施設の管理を特定の

団体に行わせることに合理的な理由があり、かつ、当該団体による管理が当該公の施設の設

置の目的をより効果的に達成するために必要と認められる場合 

(7) 地域における社会福祉を目的とする事業又は社会福祉に関する活動において重要である

と市長が認める公の施設の管理を社会福祉法（昭和26年法律第45号）第109条第１項に規定

する市町村社会福祉協議会に行わせることが当該公の施設の設置の目的を効果的に達成する

ために必要と認められる場合 

(8) その他適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定することについて、市長がや

むを得ないと認める合理的な理由がある場合 

（指定の通知） 

第８条 条例第７条第２項の規定による通知は、指定管理者指定通知書（別記様式第３号）によ

り行うものとする。 

（指定の取消し等の通知） 

第９条 法第244条の２第11項又は条例第11条第１項の規定による指定の取消し等の処分をした

ときは、指定管理者指定取消書（別記様式第４号）又は指定管理者業務停止命令書（別記様式

第５号）により通知するものとする。 

（雑則） 

第10条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 抄 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

（和歌山市共同浴場条例施行規則等の廃止） 

２ 次に掲げる規則は、廃止する。 

(1) 和歌山市共同浴場条例施行規則（平成17年規則第139号） 

(2) 和歌山市児童養護施設条例施行規則（平成17年規則第143号） 

(3) 和歌山市母子生活支援施設条例施行規則（平成17年規則第144号） 

附 則（平成26年12月１日） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年12月２日） 

この規則は、令和元年12月14日から施行する。 
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別記様式第１号（第６条関係） 

別記様式第２号（第６条関係） 

別記様式第３号（第８条関係） 

別記様式第４号（第９条関係） 

別記様式第５号（第９条関係） 

 


